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１．はじめに  

 NEXCO の高速道路設計では，排水施設の規模決定の根拠

となる流出量の算出に，全国降雨強度図（図-1）および降雨

特性係数分布図から読み取った確率降雨強度（以下，確率雨

量という．）および降雨特性係数（以下，β値という．）を用

いる 1）．近年の降雨実態を反映するため，NEXCO では 10 年

に 1 度，降雨実態調査を行い旧基準と降雨実態を比較し更新

を判断している 2）. 令和元年に実施した降雨実態調査の結

果，排水設計への影響が確認されたことから，今回これらの

図を 20 年ぶりに更新した. 本稿では，ここで用いた確率雨

量とβ値の算定と，更新による旧基準からの変化傾向につい

て報告する.  

２．更新に用いた雨量データ  

  全国降雨強度図および降雨特性係数分布図更新に用いた

雨量データを表-1 に示す. 使用する雨量データ期間が長い

ほど，算出する確率雨量は小さくなる傾向にある. 近年の降

雨実態を反映させるため，旧図と関連して更新に用いる雨量

データ期間は最近 20 年間とし最近 12 年間の解析雨量も活

用した． 

収集データのうち，気象観測地点の対象は災害や機器異常

等による長期欠測等がなく最近 20 年間のデータが揃う 1057

地点を選定した.  

３．全国降雨強度図の更新  

 全国降雨強度図は再現期間 3 年，5 年，10 年の 3 種類を作

成した. 図は 5 ㎞四方のメッシュに区切られ，メッシュごと

に確率雨量が記載されている. 図-2 に全国降雨強度図の作

成フローを示す.  

確率雨量の算出に先立ち，アメダス地点の雨量データは正

時 1 時間雨量であるため，正時一時間雨量に変換係数 k＝

1.22 を乗じて任意 60 分間雨量に変換した．ここで，気象官

署の雨量データは正時 1 時間雨量と任意 60 分間雨量の 2 種

類があるため，この比を変換係数 k としている.  

 確率雨量はまず各気象観測地点において任意 60 分間雨量

（下限値 10 ㎜）を用いて指数分布法により算出し，さらに 
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図-1 全国降雨強度図（3年確率雨量） 

5 ㎞四方 

表-1 使用した雨量データ 
項 目 地 点 数 期　　　間 要　　　素

最近20年間
(2000～2019年)

任意60分間雨量データ

正時1時間雨量データ(0.5mm単位)

最近20年間
(2000～2019年)

任意10分間雨量データ(0.5mm単位)

現在の確率雨量値

運用基準

任意60分間雨量(1mm単位)

再現期間3,5,10年

最近20年間
(2000～2019年)

正時1時間雨量データ

(1mm単位、0.5mmは切り捨て)

現在の確率雨量値

運用基準

任意60分間雨量(1mm単位)

再現期間3,5,10年

解
析

雨

量

全国1km

メッシュ

最近12年間

(2008～2019年）

正時1時間雨量データ

(1mm単位,1mm未満の雨量のみ

0mm,0.4mmに細分化)

気

象

官

署

ア

メ
ダ

ス

910地点
(全1071地点

から抽出)

147地点
(全152地点

から抽出)

図-2 全国降雨強度図の作成フロー 
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気象官署

確率雨量

旧値I60

アメダス

確率雨量

旧値I60

①比較→大きい値を採用

(ﾒｯｼｭ内に観測地点がある

箇所の確率雨量決定)

④補正係数ε算出

(アメダスI60/解析雨量I60)

⑤観測地点が無い箇所の

補正係数εを内挿で算出

⑥ ③×補正係数εにて全

メッシュの確率雨量を算出

⑦図化 全国降雨強度図

（3年，5年，10年）

③解析雨量の

確率雨量I60の算出

（3，5，10年）

周囲25ﾒｯｼｭ平均

気象庁

解析雨量

1㎞ﾒｯｼｭ

②5㎞メッシュ化

正時→任意60分間

雨量へ変換

変換係数k=1.22

指数分布法

距離重み法

正時→任意60分間雨量へ変換 変換係数k=1.22
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1 年確率雨量に相当する値を下限値として再度指数分布法により算出し，両者のうち大きい値をその地点の算

出値とした.その上で，算出値と旧基準値を比較し，大きい値（安全側）を更新値とした． また，5 ㎞四方メ

ッシュ内に気象観測地点がある場合は，上述で算定した確率雨量を採用したが，それ以外のメッシュはレーダ

ー値である解析雨量を補正した値を採用している.  

４．降雨特性係数分布図の更新 

 降雨特性係数分布図とは，短時間強雨を反映させるための補正係数を算出する際に用いる β 値を読み取る

図である．β 値は気象官署の雨量データを用いて式（1）および（2）により算出し，算出値と旧基準値を比較

し，大きい値（安全側）を更新値とした．気象官署地点間は距離に応じた重み付けで内挿し作図した.  

௡ߚ
ଵ଴ = 再現期間 n 年の 10 分確率雨量 再現期間 n 年の 60 分確率雨量ൗ  …（1） 

=    ߚ ሺߚଷ
ଵ଴ + ହߚ

ଵ଴ + ଵ଴ߚ
ଵ଴ሻ  3⁄   …（2） 

ここで，ߚ௡
ଵ଴：再現期間 n 年におけるβ値，β：対象の気象官署地点におけるβ値 

また，旧基準はコンター図であるが，今回更新では

内挿の過程で 5 ㎞四方ごとの値を算出しメッシュ図と

することで数値の読み取りやすさを考慮した.  

５．旧基準との比較 

 β 値について，旧基準に対して今回更新値の増加割

合を NEXCO3 会社の管轄範囲別に示す（図-0）. 高速

道路上における 5 ㎞四方のメッシュ数（地点数）で評

価すると，3 会社とも概ね 0～10％程度の増加が全体の

7 割以上を占める. 増加率が 130％以上と大きく増加し

た地点数は，西日本と比較し中日本・東日本は多く，最

近 20 年間で短時間強雨が増大していることが分かる.  

 次に，β 値および確率雨量を用いて設計降雨強度を

算出し，旧基準と比較した. ここで，設計降雨強度は降

雨継続時間を 10 分間とし，式（3）で算出している.  

ߛ =  ௢   …（3）ߛ・݇

ここで  γ：設計降雨強度（mm/h），ｋ：＝β（降雨の継

続時間 t≦10min の場合），γ０：確率雨量（mm/h） 

 旧基準に対して今回更新値の増加割合をNEXCO3会

社別に示す（図-3）. 高速道路上における 5 ㎞メッシ

ュ数（地点数）をみると，およそ 86％が旧基準より増

加した. 設計降雨強度は β 値と確率雨量の増加傾向の複合的な理由で増加することから，単独の要素よりも大

きく増加する傾向が見られた. また，増加率 140％以上に着目すると，東日本は中日本および西日本と比較し

て最近 20 年間で大きく強雨が増加した地点が多いことが分かった.  

６．おわりに 

 今回，NEXCO の排水設計に用いる全国降雨強度図および降雨特性係数分布図を近年の降雨実態を反映して

更新した．最近の観測データからこれまで確率雨量が小さかった地域でも強雨が増加している例が確認され

適切な排水施設の配置が望まれる．今回見直したこれらの図は，新設や特定更新等で今後設計を行うものから

適用することとしている．  
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図-3 設計降雨強度（3年確率）における増加率 
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